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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

第３四半期
累計期間

第84期
第３四半期
累計期間

第83期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 6,995,794 11,565,504 10,837,577

経常利益 （千円） 655,748 1,230,913 1,032,540

四半期（当期）純利益 （千円） 434,260 840,311 692,775

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,003,125 1,003,125 1,003,125

発行済株式総数 （千株） 10,821.7 10,821.7 10,821.7

純資産額 （千円） 10,665,767 11,680,164 10,923,463

総資産額 （千円） 16,610,650 19,225,208 18,364,276

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 40.98 79.31 65.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 6.00 8.00 20.00

自己資本比率 （％） 64.2 60.8 59.5

 

回次
第83期

第３四半期
会計期間

第84期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.13 9.64

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載していません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、平成29年12月31日時点では、潜在株式が

存在しないため、記載していません。なお、平成30年２月１日付で新株予約権の割当を行ったため、潜在株

式1,800,000株が存在しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものです。

(1）業績の概況

　当第３四半期累計期間における世界経済は、米国や、欧州で景気の回復が続き、中国でも景気の持ち直しの動き

が見られました。国内経済では、株式市場においてバブル崩壊後の高値を更新するなど回復基調は持続しているも

のの、米国政権の政策動向や、中東や東アジアでの国際的緊張の高まりから、先行き不透明な状況で推移しまし

た。

　当社の関係する光学系フイルム業界では、国内で新規投資の動きが見られるものの、中小型の規模の設備投資に

留まっています。また、電気自動車関連の車載用リチウムイオン二次電池の業界でも国内で新規投資の動きが見ら

れるものの大型投資は、中国と米国に集中しています。当社においても売上高に占める輸出の割合が増加してお

り、この傾向は、少なくとも今後２～３年間続くものと思われます。

　このような状況下において、当社では、大きな成長が期待される電気自動車関連への車載用リチウムイオン二次

電池の電極用やセパレータ用及び燃料電池用塗工乾燥装置、スマートフォン・タブレット端末用の光学フイルムや

タッチパネル用塗工装置、医療材用塗工乾燥装置及び電子部品関連塗工乾燥装置の受注強化に取り組んでまいりま

した。その結果、海外における車載用リチウムイオン二次電池業界及びディスプレイ用光学フイルム業界での大型

設備投資により、これらの業界への受注高に大きな伸びがありました。

　売上高は、11,565百万円(前年同期比65.3%増)となりました。主な最終製品別売上高は、ディスプレイ部品関連

機器が3,875百万円(前年同期比241.9%増)、機能性紙・フイルム関連塗工機器が2,949百万円(前年同期比309.5%

増)、エネルギー関連機器が4,121百万円(前年同期比4.8%増)となりました。売上高に占める輸出の割合は、83.3%

(前年同期は74.6%)となりました。売上総利益は、1,761百万円(前年同期比51.4%増)、売上総利益率は、15.2%(前

年同期は16.6%)となりました。販売費及び一般管理費は、576百万円(前年同期比7.1%増)となりました。営業利益

は、1,185百万円(前年同期比89.5%増)、経常利益は、1,230百万円(前年同期比87.7%増)、四半期純利益は、840百

万円(前年同期比93.5%増)となりました。

　受注高は、14,461百万円(前年同期比9.3%増)、その内輸出受注高は、12,112百万円(前年同期比11.0%増)となり

ました。受注高に占める輸出の割合は、83.8%(前年同期は82.5%)となりました。受注残高は、11,238百万円(前年

同期比20.2%増)、その内輸出受注残高は、9,747百万円(前年同期比29.4%増)となりました。受注残高に占める輸出

の割合は、86.7%(前年同期は80.5%)となりました。

　当第３四半期会計期間においては、ディスプレイ部品関連機器にて中国向けの大型の受注を獲得することがで

き、受注高が大きく伸びましたが、個別の受注金額は、中国市場など新興国を最終需要先とした国内企業向けをは

じめ、中国や韓国企業向けでも、国内外の設備メーカーとの価格競争は大変厳しいものとなっています。

　今後も光学フイルム関連と合わせて、二次電池及び燃料電池などのエネルギー関連業界に対し、更なる販売強化

に取り組みたいと考えております。

 

(2）財政状態の分析

　総資産は、19,225百万円(前期末比4.7%増)となりました。これは主に売上債権の増加によるものです。負債は、

7,545百万円（前期末比1.4%増）となりました。これは主に仕入債務の増加によるものです。純資産は、11,680百

万円(前期末比6.9%増)となりました。自己資本比率は60.8%(前期末は59.5%)となりました。
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(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第３四半期累計期間の研究開発活動に要した費用は、総額45百万円となりました。

　なお、当第３四半期累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。また、当社は単一セグメ

ントのため、セグメントごとの研究開発活動については記載していません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,821,720 10,821,720
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 10,821,720 10,821,720 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 10,821,720 － 1,003,125 － 515,858

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 226,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,590,200 105,902 －

単元未満株式 普通株式 4,920 － －

発行済株式総数 10,821,720 － －

総株主の議決権 － 105,902 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数10個）含まれ

ています。なお、この株式は名義書換失念株式となっています。

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社テクノス

マート

大阪市中央区久太

郎町二丁目５番28

号

226,600 － 226,600 2.09

計 － 226,600 － 226,600 2.09

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,606,559 5,936,139

受取手形及び売掛金 7,617,578 ※ 7,863,534

電子記録債権 245,323 ※ 384,066

仕掛品 222,661 339,790

原材料及び貯蔵品 42,513 58,297

その他 199,140 130,521

流動資産合計 13,933,776 14,712,350

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 755,210 726,970

機械及び装置（純額） 208,329 181,313

土地 2,026,482 2,026,407

その他（純額） 82,743 73,664

有形固定資産合計 3,072,766 3,008,355

無形固定資産 10,874 9,012

投資その他の資産   

投資有価証券 1,201,950 1,414,252

その他 147,208 83,538

貸倒引当金 △2,300 △2,300

投資その他の資産合計 1,346,859 1,495,490

固定資産合計 4,430,499 4,512,858

資産合計 18,364,276 19,225,208

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,324,256 2,133,433

電子記録債務 1,894,066 2,616,102

1年内返済予定の長期借入金 472,466 385,820

未払法人税等 323,212 217,007

前受金 639,518 449,826

賞与引当金 118,938 106,394

役員賞与引当金 16,443 33,810

その他 182,936 182,281

流動負債合計 5,971,837 6,124,676

固定負債   

長期借入金 369,444 280,223

退職給付引当金 590,619 631,412

資産除去債務 8,898 8,898

その他 500,013 499,834

固定負債合計 1,468,975 1,420,368

負債合計 7,440,813 7,545,044
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,003,125 1,003,125

資本剰余金 515,858 515,858

利益剰余金 8,022,363 8,629,987

自己株式 △109,308 △109,383

株主資本合計 9,432,038 10,039,588

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 386,984 536,542

土地再評価差額金 1,104,439 1,104,033

評価・換算差額等合計 1,491,424 1,640,576

純資産合計 10,923,463 11,680,164

負債純資産合計 18,364,276 19,225,208
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 6,995,794 11,565,504

売上原価 5,832,008 9,803,523

売上総利益 1,163,786 1,761,981

販売費及び一般管理費 538,371 576,820

営業利益 625,414 1,185,161

営業外収益   

受取利息 289 136

受取配当金 24,077 26,562

為替差益 17,570 11,614

その他 8,628 13,208

営業外収益合計 50,565 51,521

営業外費用   

支払利息 4,905 3,052

保険解約損 12,890 2,427

その他 2,436 288

営業外費用合計 20,231 5,769

経常利益 655,748 1,230,913

特別利益   

投資有価証券売却益 735 -

特別利益合計 735 -

特別損失   

出資金評価損 4,700 -

特別損失合計 4,700 -

税引前四半期純利益 651,783 1,230,913

法人税等 217,523 390,602

四半期純利益 434,260 840,311
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

 

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しています。当四半期会計期間末日満期手形及び電子記録

債権の金額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 734千円

電子記録債権 －千円 197,799千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 84,038千円 79,468千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 74,166 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月４日

取締役会
普通株式 63,570 6.00 平成28年９月30日 平成28年12月12日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 148,331 14.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 84,760 8.00 平成29年９月30日 平成29年12月11日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成29年４

月１日　至平成29年12月31日）

当社は、機械器具製造業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 40円98銭 79円31銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 434,260 840,311

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 434,260 840,311

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,595 10,595

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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（重要な後発事象）

　行使価額修正条項付新株予約権の発行

　平成30年１月16日付の取締役会において決議いたしました、第三者割当による行使価額修正条項付第１回新

株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の発行に関しまして、平成30年２月１日付で割当先であるみ

ずほ証券株式会社（以下「割当先」といいます。）からの本新株予約権の発行価額の総額（15,210,000円）の

払込は、予定通り完了いたしました。

 

■本新株予約権の概要

（１） 割当日 平成30年２月１日

（２） 新株予約権の総数 18,000個

（３） 新株予約権の発行価額 総額15,210,000円（本新株予約権１個当たり金845円）

（４） 当該発行による潜在株式数 潜在株式数：1,800,000株（新株予約権１個につき100株）

上限行使価額はありません。

下限行使価額は1,100円ですが、下限行使価額においても、潜在株

式数は1,800,000株です。

（５） 資金調達の額 3,203,810,000円（差引手取概算額）（注）

（６） 行使価額及びその修正条件 当初行使価額1,777円

行使価額は、平成30年２月２日以降、本新株予約権の各行使請求の

効力発生日の直前取引日の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の

終値。）の90％に相当する金額に修正されます。但し、修正後の行

使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合には、下限行使価額

を修正後の行使価額とします。

（７） 募集又は割当方法 割当先に対する第三者割当方式

（８） 行使期間 平成30年２月２日から平成32年２月３日まで

（９） 調達する資金の具体的な

使途

 

具体的な使途
金額

（百万円）
支出予定時期

①滋賀工場の新築

及び増改築費用
1,500

平成30年２月～

平成33年１月

②機械装置の新規購入

及び更新費用
200

平成30年２月～

平成33年１月

③実験機の増設費用 300
平成30年２月～

平成33年１月

④受注増加対応用の

運転資金
1,203

平成30年２月～

平成33年１月

合計 3,203 －

 

（10） 株式の種類 普通株式
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（11） 増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとします。

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資

本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加

する資本金の額を減じた額とします。

（12） その他 当社は、割当先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生

後に、本新株予約権に係る第三者割当て契約（以下「本割当契約」

といいます。）を締結いたしました。本割当契約において、①当社

は、割当先に対して本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本

新株予約権の数を指定することができること、②当社は、割当先が

本新株予約権を行使することができない期間を指定することができ

ること、並びに③割当先は、当社の承認を得ることなく本新株予約

権を第三者に譲渡することができないこと等が定められています。

（注）資金調達の額は、本新株予約権の発行価額の総額に、当初行使価額に基づき算出した本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額を合算した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用の概算額を差し

引いた金額です。行使価額が修正又は調整された場合には、資金調達の額は変動いたします。また、本

新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合に

は、資金調達の額は減少します。

 

　また、本書提出日までの間に、第三者割当による第１回新株予約権（行使価額修正条項付新株予約権（行使

指定・停止指定条項付））の一部について権利行使が行われています。

行使年月日

交付株式数
行使価額

（円）

行使された新株予約

権の数

（個）
新株

（株）

移転自己株式

（株）

平成30年２月２日 － － 1,777 －

平成30年２月５日 － 30,000 1,603.8 300

平成30年２月６日 － 20,000 1,556.1 200

平成30年２月７日 － 60,000 1,440.9 600

平成30年２月８日 － 60,000 1,402.2 600

合計 － 170,000 － 1,700

 

２【その他】

平成29年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………84,760千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………８円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月11日

（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年２月８日

株式会社テクノスマート

取締役会　御中
 

仰星監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 寺本　　悟　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田邉　太郎　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テクノ

スマートの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第84期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノスマートの平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年１月16日開催の取締役会において、第三者割当による行使価

額修正条項付新株予約権の発行を決議し、平成30年２月１日に当該新株予約権の発行価額の総額の払込が完了している。

また、その一部について権利行使が行われ、自己株式より割り当てている。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

その他の事項

　会社の平成29年３月31日をもって終了した前事業年度の第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成29年２月14日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対し

て平成29年６月21日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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